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日本カンタム・デザイン株式会社



日本カンタム・デザイン株式会社 （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2024年09月30日　現在

資 産 の 部

科 目 金 額

負 債 の 部

科 目 金 額

【流動資産】 2,288,802,782

現 金 ･ 預 金 1,166,695,161

受 取 手 形 10,632,380

売 掛 金 563,443,069

貸 倒 引 当 金 -180,377

商 品 383,653,109

未 着 品 1,711,330

貯 蔵 品 6,605

前 渡 金 73,777,596

前 払 費 用 35,074,171

短 期 貸 付 金 2,900,000

未 収 入 金 43,493,701

そ の 他 流 動 資 産 7,596,037

【固定資産】 255,827,242

有 形 固 定 資 産 118,039,377

建 物 16,565,286

建 物 付 属 設 備 9,724,887

機 械 装 置 8,945,229

工 具 器 具 備 品 440,001,057

建 設 仮 勘 定 1,398,098

少 額 資 産 1,624,545

減 価 償 却 累 計 額 -360,219,725

無 形 固 定 資 産 10,840,117

ソ フ ト ウ ェ ア 10,783,867

特 許 権 56,250

投 資 そ の 他 の 資 産 126,947,748

55,947,649

保 証 金 18,272,020

役 員 退 職 金 保 険 積 立 21,897,120

繰 延 税 金 資 産 30,586,945

長 期 前 払 費 用 244,014

資 産 の 部 合 計 2,544,630,024

【流動負債】 340,222,190

買 掛 金 149,755,015

未 払 金 2,959,814

未 払 費 用 53,149,715

未 払 法 人 税 等 66,393,601

未 払 消 費 税 等 9,591,998

前 受 金 176,000

預 り 金 32,832,563

デ リ バ テ ィ ブ 負 債 25,363,484

【固定負債】 289,615,196

役 員 退 職 引 当 金 289,615,196

負 債 の 部 合 計 629,837,386

純 資 産 の 部

【株主資本】 1,914,792,638

資 本 金 60,000,000

資 本 剰 余 金 440,055,571

資 本 準 備 金 60,000,000

そ の 他 資 本 剰 余 金 380,055,571

利 益 剰 余 金 1,414,737,067

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,414,737,067

繰 越 利 益 剰 余 金 1,414,737,067

純 資 産 の 部 合 計 1,914,792,638

負債及び純資産の部合計 2,544,630,024

投資有価証券（役退運用）



　　自　2023年10月1日　至　2024年9月30日

1.  この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

2.  重要な会計方針

　　(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

(売却原価は移動平均法により算定しています)

時価のないもの 移動平均法による原価法

②デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

③棚卸資産の評価基準及び評価方法　 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

に基づく低価法

　　(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)

並びに平成28年4月以降に取得した建物付属設備及び構築物については、

定額法を採用しています。)

無形固定資産 定額法

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　　(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金 売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②役員退職引当金 役員の退職金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

　　(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理　：消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

3.  株主資本等変動計算書に関する注記

当該事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式　5億5万5571株

個　　　別　　　注　　　記　　　表


